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【論 文】 

 

地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワークの構造と課題 

－M. Payne のソーシャルワークの構造からの検討－ 

久保田 純＊ 

 

要旨：本稿では地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワークの構造を検証するにあた

り，M. Payne のソーシャルワークにおける社会的・文化的領域，機関・制度施策領域，

ワーカー・クライエント領域という３つの領域におけるソーシャルワークの構造を参

照し，文献研究からそれぞれの領域における現状の言説のコードを抽出し，課題と解

決にむけた方向性を検討することを試みた． 

 その結果，社会的・文化的領域では４つの現状に対する言説と３つの課題に関する

キーワード，機関・制度施策領域では６つの現状に対する言説と４つの課題に関する

キーワード，最後にワーカー・クライエント領域においては４つの現状に対する言説

と４つの課題に関するキーワードが抽出され，これらを一つの図としてまとめた． 

 この図により，地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの全体像を相互反

映的なシステムとして俯瞰的に捉えることが可能となり，他の領域における課題を取

り込みながら解決にむけたソーシャルワークを検討していくことが可能となった． 

 

Key Words：地域で暮らす母子家庭，M．Payne，ソーシャルワークの構造，言説，課

題 

 

 

Ⅰ．はじめに 

 厚生労働省が５年ごとに行っている「全国母子世帯等調査」において，直近の「平成 23

年度全国母子世帯等調査」（厚生労働省 2011）によれば，母子家庭数の推計値は 123.8

万世帯で年々増加の一途をたどっている．地域で暮らす母子家庭については，さまざまな

角度からの研究により「就労」「育児」など複数の問題点が集約されやすく（杉本 2004，

流石 2009，湯沢 2014 など），その上社会的排除の対象となっているという指摘もある（神

原 2010b，2011，2012）．このような母子家庭に対しては母子及び寡婦福祉法・児童扶養

手当法や児童福祉法のもと，戦後より長きにわたり社会福祉の支援対象として位置づけら

れてきた． 

最新の動向では平成26年3月国会において「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図る

ための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律」（厚生労働省 2014）が成立し，

その中で母子及び寡婦福祉法の改正が行われた．その検討段階において社会保障審議会児

童部会のもとに設置された「ひとり親家庭への支援施策の在り方に関する専門委員会」で
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は，「就労自立が直ちに困難な家庭もあり，状態像に応じた自立支援も必要であること」

（川端 2014:50）が指摘され，法の改正の中に地方自治体において母子自立支援員の体制

強化と研修機会の充実が解決策として盛り込まれた．これは母子家庭に対する生活全体を

視野に入れたソーシャルワークの必要性が改めて指摘されたと考えられ，地域で暮らす母

子家庭へのソーシャルワークの重要性は増してきていると言える． 

 しかし，これまで地域で暮らす母子家庭を対象とした研究では制度・施策研究や実態調

査の研究が多く行われ，地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークに焦点化した議

論はあまり多くない．そこで本稿では，これまでの母子家庭に対する先行研究をソーシャ

ルワークに焦点化しその構造を再構成した上で，現在の地域で暮らす母子家庭へのソーシ

ャルワークについての課題や解決にむけた方向性を検討することを目的とする． 

 

 

Ⅱ．研究方法・視点 

ソーシャルワークが「人間：環境：時間：空間の交互作用」（佐藤 2001）を範疇に捉え

ることを考えると，地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワークを検証するにあたっても，

ミクロレベルでのソーシャルワーク実践だけに目を向けるのではなく，様々な要因の間の

相互の影響も視野に入れる必要があると言える．そこで本稿では社会構成主義を取り入れ，

システム論的な思考も併せ持つ Payne（2012）のソーシャルワークの構造を参考とする．

Payne はソーシャルワークはソーシャルワーカー・クライエント・社会的文脈によって社

会的に構成されるとし，ソーシャルワークの構造は，それぞれが影響し合う社会構造と個

人的な関わりの複合体であり，社会的・文化的領域，機関・制度施策領域，ワーカー・ク

ライエント領域という３つの領域において構成されるとしている．この社会的・文化的領

域とは多義的で社会的文化的コンテクストと交互作用をする場であり，機関・制度施策領

域とは制度・施策，それらを実施するワーカーが所属する機関との交互作用をする場，ク

ライエント・ワーカー領域とは「クライエント−ソーシャルワーカー関係」における言語に

よる相互作用を行い構成されている場とされる．またこれらの領域が固定化して存在して

いるのではなく，それぞれが外在化・内在化・客体化を繰り返しながら相互反映的に存在

し，可変的な構造であるとしており，このような Payne のソーシャルワークの構造を参照

することにより，地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワークの構造をより相互反映的で

可変的な構造と捉えることが可能になると考えられる．実際のソーシャルワークの実践現

場においては，無意識的にすべての領域に関連しながら実践が行われていると考えられる

が，相互反映的で可変的な構造としてすべての領域を可視化することにより，実践をする

中でもその構造を意識化しながら実践することが可能となり，すべての領域が相互反映的

に影響しており可変的な構造であることを提示することは現場のソーシャルワーカーにも

大きな意味を持つと考えられる． 

 具体的な研究方法としては，大木（2013）の「トラディショナル・レビュー」を参考に，

これまでの先行研究を社会的・文化的領域，機関・制度施策領域，クライエント・ワーカ

ー領域に分類しながら検証していく．ソーシャルワークにおいては「利用者としての個人，

集団（組織），地域，社会（政治・文化）等の『変革』が必要となる現状をいかに認識でき

るか」（北川・松岡・村田 2007:26-27）が必要であるとされ，これを明らかにするために

は「利用者が語る『生活課題』とは何か，そして，その『生活課題』を生み出す『社会制
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度や構造』とは何かを考え，その『社会制度や構造』と向き合うための『方略』と『将来

的な影響』を利用者と建設的に話し合いながら検討する」（北川：松岡：村田 2007:27），

「クリティカル・シンキング」が求められるとされている．本研究においては，現在焦点

化されていない「地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワーク」の構造を先行研究の中か

ら明らかにすることを目的とした研究であり，あえて恣意的に「実態調査に基づいた研究

であること」「現在のソーシャルワーク構造に批判的な視点」を持っていることを中心に

抽出し全体像を把握することが必要であると考え，「トラディショナル・レビュー」を採

用した。 

 具体的には大木はレビューの手順として，①「課題設定」②「文献検索」③「内容検討」

④「文献統合」があるとしている．「文献検索」は予備的な検索である「探索的な検索」と

文献を選択する基準を考慮しながら関係する文献をデータベースなどで検索する「系統的 

な検索」があるとされ（大木 2013:43），本稿では「系統的な検索」を採用した．データ

ベース「CiNii」を利用し，2014 年 9月に「母子家庭」「母子世帯」「ひとり親家庭」「シン

グルマザー」を条件設定としてキーワード検索を行い，2000 年から 2014 年までの文献 674

件を抽出した．隣接領域である子ども家庭ソーシャルワークやスクールソーシャルワーク，

保育実践，小児看護などの分野においても母子家庭も含めた子育て家庭に対する支援は行

われており，それらの領域での研究も地域で暮らす母子家庭へのソーシャルワーク構造の

要素になると考えられるが，本稿においてはまず基礎的研究として「母子家庭」に焦点化

した研究から構造化することを目的とすることとし，それらの研究は除外をした．抽出し

た 674 件から雑誌記事や資料などの学術論文ではないと判断されるものや建築関連の論文

を除き，また本稿は地域で暮らす母子家庭を研究対象とするため入所施設である母子生活

支援施設での支援に関する研究は対象外とし，438 件を研究対象とした．この 438 件の先

行研究を社会的・文化的領域，機関・制度施策領域，クライエント・ワーカー領域に分類

したのが表１である．分類にあたっては，複数の領域を横断した研究がほとんどであった

が，内容を検討した上でその研究の研究目的・主要なテーマを分析しより関連性の高い領

域に分類を行った． 

表１ 先行研究の内訳 
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 次に「内容検討」においては，「関連性の検討」「優先度の検討」「品質の評価」を行った

上で，クリティカルな内容検討をすることとされる（大木 2013:64-65）．具体的には「関

連性の検討」に関してはソーシャルワークがクライエントの生活世界すべてを支援対象と

することを鑑み，地域で暮らす母子家庭を側面的ではなく全体的に捉えることの視点を持

っているかどうか，またその中で現在のソーシャルワーク構造に対して批判的検討を行っ

ているかどうかを検討した．また「優先度の検討」に関しては実態調査を踏まえた検討が

なされていること，「品質の評価」に関しては発表後引用件数が多いことなどを参考にした

上で，徹底した読み込みを行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 地域で暮らす母子家庭のソーシャルワークの構造 

【筆者作成】 
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 最後に文献統合では，「要約表の作成」を行い，研究課題と関連付けて「コード化」「カ

テゴリの同定」「カテゴリ間の関係」「結果の精査」「統合した内容のストーリー作り」を行

うとされる（大木 2013:76-85）．本稿では要約表の作成をした上で，内容検討を踏まえて

「実態調査に基づいた研究であること」「現在のソーシャルワーク構造に批判的な視点を

持っていること」が確認された研究を抽出しその研究が主要な視点としている内容を「コ

ード化」した．その後 Payne の社会的・文化的領域，機関・制度施策領域，クライエント・

ワーカー領域を図式化し視覚的に把握するために作成した Miller（1980）が提示したシス

テムのうち Payne のソーシャルワークの構造に関連する社会システム，機構システム，集

団システム，個人システムをもとにした図１のシステム分類を「カテゴリ」とし，さらに

その「コード」をもとに考察を行いその現状における課題及び今後の方向性としてストー

リーを検討した上で「キーワード化」を行った．以下，分析結果においては抽出されたコ

ード及びキーワードは【】で記載をする． 

 また引用にあたっては日本社会福祉学会の研究倫理指針を遵守し出典箇所及び引用の明

示を行った． 

 

 

Ⅲ．社会的・文化的領域 

「社会的・文化的領域」とは多義的で社会的文化的コンテクストと相互作用をする場と

されており，「活動家，一般市民，記者などが提起をする社会問題」（Payne 2012:35）がク

ライエントとソーシャルワーカーに影響を与える場とされている．この定義に基づき抽出

を行ったところ，「ジェンダー」「貧困問題」「偏見」といった内容の研究が抽出された． 

まず社会構造に埋め込まれた「ジェンダー」の課題については，杉本（2004，2009）は

歴史的な観点から日本においては長い間社会全体として「ジェンダー」の課題が表向き顕

在化していなかったとし，その理由として①日本的な家族関係による「同居母子世帯」の

多さ②社会福祉制度が「一定の家族観＝結婚観」を元に構築されており公的援助の不備と

その背景にある公的援助の女性観を指摘しており，これらの言説により【ジェンダーの課

題を抱える母子家庭】がこの領域に存在していることがわかる． 

 次に「貧困問題」について，須藤（2001）は母子家庭は雇用政策も含めた社会構造上貧

困にならざるをえない立場にあり，それは男性労働者との離別による貧困，つまり女性の

絶対的低賃金が大きな問題となっているとする．また「偏見」に対して，中野（2012）は

標準世帯からの逸脱による母子家庭に対する一般市民からのバッシングが現に存在してい

るとしており，【構造的な貧困問題・偏見を受ける母子家庭】の現状があると言える．さら

に神原（2010a）は，上記のような「ジェンダー」「貧困問題」「偏見」などの問題を総括し

て，母子家庭が「社会的排除」の対象になっていると指摘しており，【社会的排除の対象と

なる母子家庭】の現状もある． 

このような地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークについては，「母子世帯にな

る以前の離婚を含めた相談体制と,母子世帯になった直後から暮らしを作っていくための

相談体制の整備が急務」（森田 2009b:327），「母親は離別や死別によって就業以外の多くの

課題を抱えていて,その課題を一つ一つ解決していくことが必要であり,福祉的支援が必要

な人も多い」（田中 2011:64-65）との指摘があり， 【母子家庭に対するソーシャルワーク

の必要性】があると言える． 
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Ⅳ．機関・制度施策領域 

 「機関・制度施策領域」とは制度・施策，それらを実施するソーシャルワーカーが所属

する機関との相互作用をする場とされる.この領域においての研究数は非常に多く，その中

でも就労支援に関する研究が多数見られたが，批判的な視点に乏しくそれらの研究は除外

し批判的な視点を持った研究を抽出した． 

 まず制度施策面では，増淵（2003）は「労働・雇用施策」において母子家庭は女性労働

者の不安定雇用・低賃金労働の問題が根底に横たわっていると指摘し，【雇用政策における

不安定雇用・低賃金労働】の言説が存在している．また湯沢（2004）は「社会手当制度」

は近年離婚率の増加に伴い受給者数が増加したことを背景に，福祉行政による対応から労

働政策による対応へ移行させる政策に変化してきていると述べており，森田（2009a）は「社

会福祉制度」も就業，自立を最優先課題としており，母の経済的な自立の土台となる家庭

生活の安定や子の成長発達など，総合的生活自立の視点が欠けていると指摘している．こ

こでは地域で暮らす母子家庭が「労働・雇用政策」において低賃金を強いられる構造にあ

り，その影響から「社会手当制度」においては就労支援の強化が行われているが，一方で

「社会福祉制度」においては就労支援以外の生活全般を取り込んだ制度施策がなく，【「就

労支援」に偏った制度・施策】という言説が存在することがわかる． 

 さらに実際に母子家庭の支援を行うソーシャルワーカーが所属する機関に関しては，制

度の上では母子及び寡婦福祉法に基づく地方自治体の福祉事務所が中心であり，そこに配

置された母子自立支援員がソーシャルワークの実施主体であると言えるが，母子自立支援

員は各自治体により配置状況が異なる上，「専門性が必要であるにもかかわらず，不十分

な研修体制や，自治体内の行政組織内でのネットワークや，役割の見直しが不十分であり，

十分に担えない状況にある」（森田 2009b:327-328）とされ，十分なソーシャルワークが

実践できていない状況がある．また上野（2013）は機関においては就労支援に特化した社

会福祉サービスが行われ，その利用に関しては利用率が低くなっていることを指摘してい

る．加えて田中（2011）は母子家庭等・就業自立支援センターの実態調査を行い，その結

果として一定程度の雇用にはつながっているものの，母子家庭の生活全体が向上している

とは言えず，母子家庭等・就業自立支援センターにおいて母子家庭のニーズに対応した総

合相談としての機能は果たされていないとしている．ここから【母子家庭のニーズに沿っ

たサービスの不在】【機関で専門性を確保する体制の不備】といった言説が抽出できる． 

また母子家庭への施策が就労支援に比重を置いているため，実際には生活全般の支援を

必要とする多くの母子家庭は児童相談所・市区町村の子ども家庭支援センターや生活保護

を主軸とした福祉事務所，当事者団体，保育園などの通所型施設，子育て支援を行う NPO

法人など多くの児童福祉関係の福祉機関がそれぞれの分野に関係した，あるいは偶発的に

関わることができた場合に個別的に支援を受けている．しかしこれらは体系的な支援とは

言えず，個別的にも充分な母子家庭への支援が行えていないという指摘も多くある.（中野 

2006，氏久 2006，流石 2009 など）一方で大友（2009）は当事者団体である全国母子寡婦

福祉団体協議会・しんぐるまざあずふぉーらむ・Wink などの活動研究から，当事者団体が

母子家庭のソーシャル・アクションに大きな効果を生んでいることを明らかにしている.

このような多くの機関を含んだ全体的な支援システムに関しては，「地域の公的一体的総

合的な相談・援助体制などの生活マネージメント体制の欠如」（森田 2009b:328）がある

とされており，ここからは【総合的な相談・援助体制の不備】【個別的で，体系的ではな
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い支援】といった言説が抽出される． 

 

 

Ⅴ．クライエント・ワーカー領域 

次に「クライエント・ワーカー領域」はクライエントとソーシャルワーカーの言語によ

る相互作用を行い構成されている場，つまり実際の母子家庭の母と子どもとソーシャルワ

ーカーが相互作用する場を指す．この領域ではソーシャルワーク実践において母親・子ど

も・ソーシャルワーカーが互いにどのような意識を持っているかという実態調査を抽出し

た．いくつかの実態調査が抽出されたが，多くの調査が同様の結果を報告しており，ここ

では代表的な調査内容をコード化した． 

 まず母親に関しては，清水（2011）が量的・質的調査において母親が多様な課題を抱え

ているものの，その相談相手としては親族が最も多く，次いで知人・隣人の割合が高くな

っており，専門機関への相談の割合が非常に低いことを明らかにし，「そもそもそういった

サービスがあることを知らないということや，現在展開されている母子家庭支援策は母子

家庭の生活実態に沿った支援が展開されていないことがあげられる．」（清水 2011:198-199）

と指摘している．また流石（2009:286）は母子家庭の母親に対してインタビュー調査を行

う中で，専門機関の支援を受けていたとしても「話を聞いてくれない」「威圧感があり怖い

と思った」などの意見があったとしている．次に母子家庭の子どもに対する調査研究はま

だ数としてはあまり多くない．その中で小西（2003）は母子家庭の高校生年齢の子ども達

に対してアンケート調査・聞き取り調査を行っており，母親同様に公的機関からの支援に

ついて否定的な発言があり良い印象をもっていないとしている．これらの調査により，こ

の領域に関しては【多様な課題を抱えた母子家庭の存在】【母子家庭と信頼関係が構築でき

ないソーシャルワーカー】【つながらない母子家庭とソーシャルワーカー】といった言説が

抽出できる． 

母子家庭支援に関わるソーシャルワーカーへの調査もほとんど行われていないが，唯一

杉村（2003）が母子家庭を支援する生活保護のソーシャルワーカーに焦点化した形で聞き

取り調査を行っており，結果としては生活保護ソーシャルワーカーが母子家庭を「複合し

た生活問題を抱える世帯」であり「生活保護制度利用に関する抵抗感が少ない世帯」と捉

えていること，また「母親自身の生育歴に問題」「社会能力の欠如」「前夫の生計維持能力

の低さ」等があると捉えていることを明らかにしている．この調査により，【母子家庭に対

するソーシャルワーカーの先入観】という言説が抽出できる． 

 

 

Ⅵ．地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの構造 

抽出された３つの領域における先行研究での言説を踏まえて，現在の地域で暮らす母子

家庭に対するソーシャルワークの構造の現状を確認しながら，その課題と解決にむけた方

向性について考察を行いキーワードとして抽出する． 

「社会的・文化的領域」の現状として，【ジェンダーの課題を抱える母子家庭】【構造的

な貧困問題・偏見を受ける母子家庭】【社会的排除の対象となる母子家庭】【母子家庭に対

するソーシャルワークの必要性】という言説が抽出された．これらの言説からは，改めて

【日本において社会構造上『社会的排除』を受ける母子家庭】ということを認識する必要
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があり，ソーシャルワークの目的の一つに社会的包摂と社会的結束があることを照らし合

わせれば，【社会的包摂と社会的結束を促進するソーシャルワークの明確な支援対象】であ

ることが確認できる．このことからソーシャルワークが「社会的・文化的領域」において

も「権利擁護」「アドボカシー」「社会開発」などの機能を用いて社会的包摂に向けて支援

していくことが必要であると言える．そのためには，改めて【日本における母子家庭に対

するソーシャルワーク研究の促進】が必要であると言えよう． 

 次に「機関・制度施策領域」の現状では，【雇用政策における不安定雇用・低賃金労働】

【「就労支援」に偏った制度・施策】【母子家庭のニーズに沿ったサービスの不在】【機関で

専門性を確保する体制の不備】【総合的な相談・援助体制の不備】【個別的で，体系的で

はない支援】といった言説が抽出された．この現状に対して，【機関におけるソーシャル

ワーカーの専門性の確保】はもちろんのこと，森田（2011，2013）が述べているように【就

労支援に偏らず，生活全般の支援を範疇に捉えた新たな制度施策の創設】や，地域で暮ら

す母子家庭の中には多くの課題を抱え手厚い支援が必要な「要保護世帯」，現在は自立して

いるものの課題を内包しており予防的な支援が必要な「要支援世帯」や支援がなくとも自

立した生活が可能な「自立世帯」という三層構造が存在するとの指摘から，【個々の母子家

庭の生活状況に応じた，軽い支援から重い支援までの重層的で継続的な支援体制の構築】

が必要であると考えられる．また当事者団体や民間団体の支援で安定した生活が可能とな

る母子家庭もいることも踏まえると，【専門機関，民間団体，当事者団体を含めた支援ネッ

トワークの構築】が必要であると考えられる． 

最後に「クライエント・ワーカー領域」の現状においては，【多様な課題を抱えた母子家

庭の存在】【母子家庭と信頼関係が構築できないソーシャルワーカー】【つながらない母子

家庭とソーシャルワーカー】【母子家庭に対するソーシャルワーカーの先入観】という言説

が抽出された．これらの現状は母子家庭・ソーシャルワーカーそれぞれが「社会的・文化

的領域」「機関・制度施策領域」から強い影響を受けていることも大きな要因であると考え

られ，そこから影響を受けた母子家庭の母親・子ども，ソーシャルワーカーとの「関係性」

に大きな課題があると言える．ここで「要保護世帯」「要支援世帯」「自立世帯」の三層

構造から検討すると，予防的な支援で充分な効果が得られる「要支援世帯」の母子家庭に

ついては【母子家庭とソーシャルワーカーをつなぐアクセリビリティの課題解消】【母子

家庭とソーシャルワーカーとの『関係性』構築を可能とするソーシャルワークの検証】が

必要と考えられる．また重い支援が必要となる「要保護世帯」の母子家庭への支援につい

ては，「要支援世帯」同様【母子家庭とソーシャルワーカーとの『関係性』構築を可能と

するソーシャルワークの検証】はもちろんのこと，先行研究の事例研究の内容から推察す

ると，母子家庭の中でも社会構造の中で「貧困」「児童虐待」「母親の心身の問題」など多

くの課題を抱え，岡田（2010）や岩間（2008）らが言う支援が必要であるにもかかわらず，

支援を拒否したり接近することで「関係性」の糸口すら困難な「支援困難事例」の母子家

庭も数多く存在すると考えられ，【多くの課題を抱えた母子家庭に対するソーシャルワーク

方法論の開発】が必要となってくると考えられる．これまでも児童相談所ソーシャルワー

カーや子ども家庭支援センターソーシャルワーカー・生活保護ソーシャルワーカーが母子

家庭に対して支援を行った事例に関して個別の支援経過をまとめたものがいくつかあり

（山崎 2001，植木 2002，妹尾 2011 など），その中では就労支援だけに特化しない生活全

般を含めたソーシャルワーク実践についての検討がなされており，このようなソーシャル



社会福祉学評論 第 16 号 2016 

 

23 

 

ワーク実践の詳細な分析を体系的に検証していくことも必要であると言えよう． 

 ここまで抽出された現状における言説と，その現状の課題及び今後の方向性のキーワー

ドを図式化したものが図 2になる．これらの構造の現状と課題は領域ごとに独立して構築

されているのではなく，相互反映的に構築されているものと言え，それぞれの課題は同時

並行的に解決方法を検討していくことが必要であると考えられる． 

 

図２ 地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの構造の現状と課題 

【筆者作成】 
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Ⅶ．本研究の成果と今後の課題 

 本稿では Payne のソーシャルワークの構造を足がかりに，先行研究を整理し地域で暮ら

す母子家庭に対するソーシャルワークの構造の現状と課題・今後の方向性を明らかにした．

このように地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの全体像を相互反映的なシス

テムとして俯瞰的に捉えることは大きな意味があり，それぞれの領域においての課題が相

互に関連しあい社会的に構築されているものと考えることで，これらの課題の解決に向け

てはその領域の課題のみに着目するのではなく，他の領域における課題を取り込みながら

課題解決にむけたソーシャルワークを検討していくことが可能になると言える． 

 本稿の限界としては，ソーシャルワークに焦点化した母子家庭への支援の研究がこれま

でほとんどなく全体像を捉える必要があったこと，さらには構造の変化の視点から「クリ

ティカルシンキング」の立場性が必要であったことから，研究方法として「トラディショ

ナルレビュー」を選択したため，恣意的な分析結果になっている可能性は残る．今後隣接

領域の研究を含めた先行研究を行いながら検証を深めていくとともに，ソーシャルワーク

の実践現場におけるソーシャルワーカーに対するインタビュー調査や実際の支援について

の事例研究などを行い，実証研究と関連付けていくことで本研究における知見の妥当性を

検証していきたい． 

 また本稿は先行研究により地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの構造から

課題を抽出し視覚化したに留まる．しかし実践現場においては様々な実践の積み重ねがあ

り，その中にはこの課題を乗り越える多くの経験知があると考えられる．上記のソーシャ

ルワークの実践現場におけるソーシャルワーカーに対するインタビュー調査や実際の支援

についての事例研究などを行うことで，その課題を乗り越える経験知を明らかにし，その

経験知の構造化や理論化を目指していきたいと考える．筆者はこれまで地域で暮らす母子

家庭についての事例研究を数例行っており（ソーシャルワーク実践研究会 2005，久保田ほ

か 2011，久保田 2013），今後事例数を増やしていくとともに比較検討やパターンによる分

類を行いながら，体系的な地域で暮らす母子家庭に対するソーシャルワークの方法論の確

立を目指していきたい． 
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Construction and Challenges of Social Work for Single-mother 

families in a Community 

－Perspective based on construction of social work proposed by M. Payne－ 

 

Jun KUBOTA 

 

 

This report considers the challenges in verifying social work for single-mother 

families living in the community by referring to M. Payne’s three fields of social work 

structure: the political-social-ideological area, the agency-professional arena area, and 

the client-worker area in social work; the discourse codes for these fields were 

extracted from previous studies. 

We extracted three keywords for challenges and four discourses for current status in 

the political-social-ideological area, four keywords for challenges and six discourses for 

current status in the agency-professional arena area, and four keywords for challenges 

and four discourses for current status in the client-worker area; these were then 

summarized in a diagram. 

This diagram allowed us to take a panoramic view of the overall social work for 

single-mother families living in the community, and consider social work towards 

resolution of issues through incorporating challenges from other fields as mutually 

reflective systems. 

 

 

Key Words：Single-mother families living in the community, M. Payne, structure, 

discourse, social work challenges 


